
歳入

市税
334.4億円使用料・手数料

38.7億円

市債
101.1億円

繰入金
38.2億円

その他収入
79.0億円

地方交付税、
各種交付金
328.2億円

国支出金・
県支出金
262.7億円

決算 報告
歳出1157億7497万円� 歳入1182億2883万円

詳細　財政課
☎231-1160

◆
一
般
会
計
決
算
の
総
合
所
見

　
平
成
28
年
度
は
、
下
関
市
ま
ち
・
ひ

と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
を
推
進
す

る
た
め
、「
住
民
自
治
に
よ
る
ま
ち
づ
く

り
の
促
進（
ま
ち
）」「
育
児
環
境
の
充
実
に

よ
る
子
育
て
世
帯
の
負
担
軽
減（
ひ
と
）」

「
地
域
産
業
の
育
成
・
強
化
に
よ
る
就
業

機
会
の
拡
大（
し
ご
と
）」を
重
点
テ
ー
マ

に
設
定
す
る
と
と
も
に
、
第
２
次
下
関

市
総
合
計
画
に
基
づ
き
、「
ま
ち
の
誇
り

と
自
然
の
恵
み
を
未
来
へ
つ
な
ぐ 

輝
き

海
峡
都
市
・
し
も
の
せ
き
」の
実
現
に
向

け
、「
都
市
の
魅
力
向
上
」と「
暮
ら
し
や

す
さ
向
上
」に
沿
っ
た
諸
施
策
を
、
着
実

に
実
行
し
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
の
歳
入
歳
出
差
引
決
算
額

（
形
式
収
支
）は
24
億
５
３
８
６
万
円
で

し
た
。
こ
の
う
ち
翌
年
度
へ
繰
り
越
す

べ
き
財
源
は
２
億
４
４
２
４
万
円
で
、

形
式
収
支
か
ら
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ

き
財
源
を
差
し
引
い
た
実
質
収
支
は
、

22
億
962
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

地
方
公
共
団
体
の
一
般
財
源
の
標
準
規

模
に
対
す
る
実
質
収
支
額
の
割
合（
実
質

収
支
比
率
）は
３
・
３
㌫
で
あ
り
、
お
お

む
ね
望
ま
し
い
と
さ
れ
る
３
㌫
〜
５
㌫

の
範
囲
内
に
納
ま
っ
て
い
ま
す
。

※.ページ内の表やグラフは、金額を四捨五入してい
るため、内訳の合計は一致しない場合があります

収入（表１／歳入）

下関市の借金

名　称 27年度 28年度 割合
給料（基本給）（市税） 12万3千円 12万5千円 28%
給料（諸手当）（各種交付金・地方交付税）12万7千円 12万2千円 28%
パート収入（分担金・負担金・使用料・手数料） 1万8千円 1万8千円 4%
親からの援助（国県支出金） 9万7千円 9万8千円 22%
ローンの借入（市債） 6万円 3万8千円 9%
預金引出（繰入金） 9千円 1万4千円 3%
不動産収入・利子（財産収入・諸収入など） 1万7千円 1万5千円 3%
前月の残り（繰越金） 1万2千円 1万1千円 3%
合計 46万3千円 44万1千円 100%

名　称 27年度 28年度
借入金現債高 1,356億1,542万6千円 1,337億830万5千円
住民一人当たりに換算 50万円 49万8千円

消防・防災分野
水難救助活動の充実強化を
図るため、潜水活動を実施
するうえで必要となる職員
（潜水隊員）の養成や潜水資
器材等の整備を行いました。
問消防局警防課
. （☎233-9112）

老朽化に伴う建て替
えを実施していた田
部東団地公営住宅（２
期分）の建設が完了
し、入居を開始しま
した。
問住宅政策課
　　(☎231-1224)

従前の乳幼児医療費助成制度に
加えて、平成28年10月より新
たに子ども医療費助成制度を開
始し、小学校１年生から中学校
３年生までの医療保険適用の医
療費のうち１割を助成し、児童
の健康保持および子育て家庭の
負担軽減に努めました。.
問こども家庭課（☎231-1928）

福祉分野	 教育分野
「海峡に育まれた下関の歴
史と文化」をメインテーマ
とした下関市立歴史博物館
が平成28年11月18日に開
館しました。
問歴史博物館
. （☎241-1080）

主な取り組み
土木・建築分野
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歳出

総務費
118.6億円

労働費
2.0億円

農林水産業費
39.1億円

商工費
40.2億円

教育費
96.6億円消防費

34.7億円

災害復旧費
2.8億円

土木費
121.8億円

議会費
5.9億円

公債費
131.6億円

民生費
465.0億円

衛生費
99.5億円

平成28年度
歳出1157億7497万円� 歳入1182億2883万円

一般会計

◆
市
の
決
算
を
家
計
に
例
え
て
み
る
と

　
平
成
28
年
度
の
一
般
会
計
歳
入
歳
出

決
算
を
家
計
に
例
え
る
た
め
、
決
算
額

を
、
市
の
人
口（
26
万
８
２
５
７
人
／
平

成
29
年
３
月
31
日
現
在
）で
割
っ
て
み
ま

し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
住
民
一
人
当
た

り
の
収
支
と
し
て
も
見
る
こ
と
が
で
き
、

ま
た
、
ひ
と
月
当
た
り
の
収
支
と
し
て

も
イ
メ
ー
ジ
で
き
ま
す
。

●
歳
入（
表
１
）

　
ロ
ー
ン
の
借
入
が
減
っ
た
理
由
と
し

て
は
、
新
ご
み
焼
却
施
設
、
庁
舎
整
備
、

教
育
セ
ン
タ
ー
の
整
備
が
完
了
し
た
こ

と
な
ど
が
大
き
な
要
因
で
す
。

　
預
金
の
引
き
出
し
が
増
え
た
理
由
は
、

基
金
の
取
り
崩
し
が

増
え
た
こ
と
が
要
因
で
す
。

●
歳
出（
表
２
）　

　
食
費
・
教
育
費
・
公
共
料
金
・
生
活

用
品
費
な
ど
は
、
退
職
者
が
多
か
っ
た

た
め
、
職
員
退
職
手
当
が
増
加
し
ま
し

た
。
医
療
費
は
、
高
齢
化
な
ど
も
あ
り

年
々
増
加
傾
向
に
あ
り
ま
す
。
家
の
修

繕
・
改
築
な
ど
は
、
新
ご
み
焼
却
施
設
、

庁
舎
整
備
、
教
育
セ
ン
タ
ー
の
整
備
が

完
了
し
た
た
め
大
き
く
減
少
し
ま
し
た
。

　
交
際
費
な
ど
は
、
プ
レ
ミ
ア
ム
付
商

品
券
発
行
支
援
事
業
が
完
了
し
た
こ
と

が
大
き
く
影
響
し
、
減
少
し
て
い
ま
す
。

支出（表２／歳出）

下関市の預金

名　称 27年度 28年度 割合
食費・教育費・公共料金・生活用品
費など（人件費・物件費）

12万7千円 13万2千円 31%

医療費（扶助費） 9万9千円 10万5千円 24%
ローン返済（公債費） 4万9千円 4万9千円 11%
子への仕送り（繰出金） 5万5千円 5万7千円 13%
交際費など（補助費等） 4万6千円 3万9千円 9%
家の修繕・改築など（投資的経費） 7万2千円 4万5千円 11%
預金（積立金） 4千円 5千円 1%
合計 45万2千円 43万2千円 100%

名　称 27年度 28年度
預金残高（基金残高） 218億2,114万6千円 206億678万8千円
住民一人当たりに換算 8万1千円 7万7千円

平成28年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率

◆解説
　健全化判断比率はいずれも財政悪化の目安とされる早期健全
化基準を下回っています。
　臨海土地造成事業特別会計で、経営健全化基準を越える資金
不足が生じていますので、平成23年度に策定した経営健全化計
画（平成27年３月変更）に沿って経営改善に取り組んでいます。

. （単位：％）
平成27年度 平成28年度 早期健全化基準

財政健全化法
に基づく指標

実質赤字比率 − − （11.25）
連結実質赤字比率 − − （16.25）
実質公債費比率 10.2 9.9 （25.0）
将来負担比率 100.0 93.8 （350.0）

平成27年度 平成28年度 経営健全化基準
臨海土地造成
事業特別会計 資金不足比率 47.3 38.3 （20.0）

. ※資金不足を生じた会計は臨海土地造成事業特別会計のみ

●.実質赤字比率：一般会計等の
実質赤字の比率

●..連結実質赤字比率：全ての会
計の実質赤字の比率

●..実質公債費比率：公債費等の
比重を示す比率

●..将来負担比率：地方債残高の
ほか一般会計等が将来負担すべ
き実質的な負担を捉えた比率

●..資金不足比率：営業収益など
から算出した事業規模に占め
る資金不足額の比率

下関漁港の基幹漁業である沖合底びき網漁業の活性化
を図るため、老朽化が進む漁船の大規模改修経費につ
いて、一部助成を行いました。
問水産課（☎231-1240）

産業分野
市内で事業所の新設または増設を行った企業に対し、
その投資額の一部を助成することにより、市外企業の
市内立地や市内企業の投資拡大・雇用拡大の促進に取
り組みました。
問産業立地・就業支援課（☎231-1357）

農林水産分野
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